府有財産売買契約書（転売禁止）
売払人大阪府(以下「甲」という。)と買受人　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、次のとおり府有財産の売買契約を締結する。

（信義誠実の義務）

第１条　甲及び乙は、信義に従い、誠実にこの契約を履行しなければならない。

（売買物品）

第２条　売買物品は、仕様書記載のとおりとする。

（売買代金）

第３条　売買代金は、金　　　　　　円とする。（うち消費税及び地方消費税相当額金●●●円※適用税率10％）
（支払方法）

第４条　乙は、前条に定める売買代金をこの契約締結と同時に、甲が発行する納入通知書により、甲に支払わなければならない。

（所有権の移転）

第５条　売買物品の所有権は、乙が売買代金の支払を完了した時に、乙に移転したものとする。

（売買物品の引渡し）

第６条　甲は、前条の規定により売買物品の所有権が移転した時をもって、現
状有姿のまま売買物品を乙に引き渡したものとする。
（転売等の禁止）

第７条 乙は、売買物品を取得した日から５年の間、甲の承認を得ないで、売買物品について売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転をしてはならない。
（危険の移転及び契約不適合責任等）

第８条　この契約締結の日から売買物品の引渡しの時までの間において、乙の責めに
　帰することのできない理由により、売買物品に滅失、き損の損害を生じたときは、

　その損害は甲が負担する。
２　乙は、売買物品の引渡し後、売買物品が数量の不足その他契約の内容に適合しないことを理由として、履行の追完の請求、売買代金の減額請求、損害賠償の請求　　及び契約の解除をすることができない。ただし、甲が知りながら告げなかった内容及び乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に規定する消費者である場合については、この限りではない。
（報告義務）
第９条　乙は、売買物品を取得した日から５年を経過した時点で、速やかに現況写真等を添え、甲にその旨報告しなければならない。
（遅延利息）
第10条　乙は、第３条に定める売買代金を甲が定める支払期限までに支払わなかったときは、その期限の翌日から支払った日までの日数に応じ、遅延利息として当該金額につき年３パーセントの割合で計算した金額（５００円未満を除く。）を甲の発行する納入通知書により、甲に支払わなければならない。ただし、大阪府財務規則に定める違約金利率に改定があったときは、改定後の利率による。
（公序良俗に反する使用等の禁止）

第11条　乙は、この契約締結の日から10年間、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号)第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し又は売買物品を第三者に貸してはならない。
（違約金）

第12条　乙は、次の各号に定める事由が生じたときは、甲の請求により、それぞれ各号に定める金額を違約金として甲に支払わなければならない。
⑴　甲の承認を得ないで、乙が第7条に定める所有権の移転等又は合併の禁止の義務に違反したときは、金（売買代金の３割）円
⑵　前条に定める義務に違反したときは、金（売買代金の３割）円
⑶　第13条第2号に該当することが判明したときは、金（売買代金の３割）円
２　前項の違約金は第14条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。

（契約の解除）

第13条　甲は、乙が次のいずれかに該当する場合は、この契約を解除することができる。

⑴　乙がこの契約に定める義務を履行しないとき。
⑵　乙が、次のいずれかに該当すると認められるとき。
ア　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に事実的に関与している者をいう。以下この条において同じ。）が、暴力団又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）であるとき。
イ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。
オ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
（損害賠償）

第14条　乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

（費用の負担）
第15条　次に掲げる費用は、乙の負担とする。

⑴  この契約の締結に要する費用

⑵  売買物品の運搬に要する費用
（疑義等の決定）

第16条　この契約に関し疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、甲乙協議の上これを定めるものとする。

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を
保有する。

令和８年　　月　　日

甲　　住　所　大阪府大東市新田本町１１－３７
代表者　大阪府計量検定所長　上 杉  依 子
適格請求書発行事業者の登録番号　Ｔ４００００２０２７０００８

乙　 （住所）

（氏名）

